氏家書記長から次の５点について総務省の見解を求めた。
1.　給与決定に対する国の関与 

自治体における賃金確定については、労使の自主交渉による自治体の判断を尊重し、国からの干渉や一方的な指導等を行わないこと。とりわけ技能労務職員と企業職員の給与については、総務省として労使交渉・労働協約によって決定する権利を尊重し、不当な指導を行わないこと。

2.　2006年給与構造改革における現給保障の継続について 

人事院は、今年の勧告の中で国家公務員の2006年給与構造改革における現給保障を廃止すると勧告したが、地方自治体に対して現給保障の廃止を求めないこと。

3.　地方財源の総額の確保 

地方財政の状況が厳しい中、行政サービスの安定的な提供という地方自治体の使命を果たすためには、地方財源の総額の確保が不可欠である。このため、地方交付税制度の財源保障機能と財政調整機能を維持し、自治体の安定的な財政運営に必要な地方交付税等の地方財源の総額を確保すること。

4.　臨時・非常勤等職員の処遇改善 

各自治体に働く臨時・非常勤職員について、行政サービスにとって欠かすことのできない存在となっている実態を直視し、その劣悪な処遇と不安定な雇用を改善するため、①非常勤職員に手当支給を可能とする地方自治法の改正、②均等待遇を求めるパート労働法の趣旨の地方公務員への適用、③自治体における任期の定めのない短時間公務員制度の創設をはかること。

5.　自律的労使関係制度の確立 

国家公務員制度改革基本法に基づき国家公務員制度改革の関連４法案が国会に提出されていることを踏まえ、地方公務員の労働基本権の確立と地方における「自律的労使関係」の構築に向けた関連法案を早急に国会に提出すること。なお、法案の策定にあたっては、消防職員に団結権を付与することとし、自治労など関係労働組合と十分協議すること。

これらに対して、三輪公務員部長から次の通り回答があった。

「1.　給与決定に対する国の関与」 

地方公務員の給与については、地方公務員法の趣旨に則り、労使間の交渉もあるが、地域の実情を踏まえながら、条例で定められるべきものというのが基本的な考え方である。地域主権改革を本格的に推進するためには、地方公共団体の行政運営に対し、国民・住民の一層の理解と信頼を得るということが重要である。総務省としても、地方公務員法の趣旨をしっかりと踏まえ、本当に必要と考えられるものについて、必要な助言を行っていきたいと考えている。

また、技能労務職員等の給与については、一般行政職と異なり、人事委員会勧告の対象とはならず、労使交渉を経て労働協約を締結することができる。一方、法律上、職務の性格や内容を踏まえつつ、同一あるいは類似の職種に従事する民間従業者との均衡に配慮することが求められている。この点に関し、技能労務職員等の給与については、同種の民間事業の従業者に比べて高額になっているのではないかという国民からの厳しい批判があったところである。それぞれの地方公共団体においては、そういう考え方に立って、給与に関する情報の開示を進めながら、住民の理解と納得が得られる適正な給与とすることが大事だと考えている。

「2.　2006年給与構造改革における現給保障の継続について」 

今般の人事院勧告において、給与構造改革における経過措置額を平成24年度から２段階で廃止する、その原資により、給与構造改革期間に抑制をしてきた若年・中堅層の昇給を回復する旨勧告がされたものと承知している。高齢層での官民の給与差に関しては、依然として公務が民間を相当程度上回っており、平成25年度からの段階的な定年延長を見据え、高齢期の職員の給与水準の是正を図る必要があることから、このような措置を講じるとされているところである。

給与構造改革とは、年功的な給与上昇の抑制と、職務・職責に応じた俸給構造への転換、そして勤務実績の給与への反映を柱とするという改革であったと理解している。地方公務員の給与については、このような給与構造改革の趣旨を踏まえて、地方公務員法の趣旨に沿って、それぞれの地方公共団体が条例で定めるべきものであり、引き続き各地方公共団体において、住民の納得が得られるように、情報公開を徹底するなど、自主的な取組を進め、適切に決定することが大事であると考えている。

「3.　地方財源の総額の確保」 

地方交付税については、本来の役割である財源調整機能と財源保障機能が適切に発揮されることが大事である。地方税等と併せ地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額の適切な確保を図っていくことが大事であると考えている。平成24年度の地方交付税の概算要求では、一般財源総額について、平成23年度地方財政計画における59.5兆円を上回る60兆円程度を確保することとしており、地方交付税については、17.1兆円を要求しているところである。

「4.　臨時・非常勤等職員の処遇改善」 

地方自治法上、常勤の職員には「給料」と「手当」を、非常勤職員には「報酬」と「費用弁償」をそれぞれ支給することとされている。これは本来、非常勤職員が任期を限って臨時的・補助的業務に任用されるという性格であることによるものである。なお、地方公共団体における住民ニーズの高度化・多様化という状況に対応するため、地方独自の制度として任期付短時間勤務職員制度を設けている。この任期付短時間勤務職員は、常勤職員と同様の本格的な業務に従事をすることができ、給料と手当の支給が可能となるというものであり、積極的な活用を促進していきたいと考えている。

パート労働法は、民間事業主がその雇用する労働者について雇用管理の改善を行うことを目的とするものであるが、公務員については、住民や国民の意思である法令、条例に基づいて勤務条件が定められており、適用が除外されている。しかしながら、地方公共団体における臨時・非常勤職員の任用に当たっては、民間労働法制の動向も十分に念頭に置くことが必要と考えられ、臨時・非常勤職員の任用や処遇に関して守られるべきことについて、パートタイム労働法の趣旨も踏まえた対応ができるよう、各地方公共団体に対して必要な助言や情報の提供等を行ってまいりたいと考えている。

任期の定めのない常勤職員を中心とする公務の運営の原則は維持されるべきものであると考えている。任期の定めのない短時間勤務職員制度については、長期的な人事管理に困難が予想されること等、いろいろなハードルが高いのではないかと考えられる。また、民間でも、契約期間の定めのない短時間正社員制度のような雇用形態は、あまり一般的とは言い難いと認識しており、慎重に検討すべきものと考えている。

「5.　自律的労使関係制度の確立」 

総務省においては、地方公務員の労働基本権のあり方について、「地方公務員の労使関係制度に係る基本的な考え方」を本年６月２日に取りまとめたところである。

この「考え方」においては、国家公務員に係る自律的労使関係制度の措置を踏まえ、地方公務員についても新たな労使関係制度を設けることとしており、今後、労使双方からの意見も十分伺いながら制度の具体化に向けて、検討を進めてまいりたい。

また、消防職員の団結権のあり方については、「消防職員の団結権については、付与することを基本的な方向としつつ、必要な検討を進める」と、基本的な考え方の中でもしているところであり、これについても、さらに検討を進めてまいりたい。

この回答に対して、氏家書記長は、現給保障の継続をはじめ、国や県人事委員会と異なる年間調整の実施や地域手当・住居手当等の支給に関わって特別交付税の減額算定を行うことは、交付税の中立性を損なうものであることから厳に行わないことと、再び質問した。

　

三輪公務員部長は、特別交付税の算定においては、地方の共有財源という性格に鑑みると、マイナス改定に伴う年間調整措置が国等と比較して不十分な場合や国等の基準を超えて地域手当等を支給している場合など、そのようなことを行っていない団体と比較して財政的に余裕があるという観点から、その超過支給額に応じ特別交付税の減額措置を行っているところである。こういう措置は、不適正な給与支給に対する制裁という観点で行うものではなく、特別交付税の、むしろ公平な算定という観点から行っているものであり、是非ご理解いただきたい。

　なお、住居手当に関しては減額措置を行っていない。平成21年度に国において自宅に係る住居手当が廃止されたが、これまでも、国基準を超えて住居手当を支給する団体に対して減額措置を行っていないこと、住居手当については、借家・借間に係るものと自宅に係るものがあり、自宅に係る住居手当のみをもって財政的余裕があると判断することは適当ではないこと等を踏まえ、減額措置を行っていないところである、と回答した。

　氏家書記長は、再び、①集中改革プランが終わり、定員管理については、それぞれの自治体において地域の実情を踏まえながら、自主的に適正な定員管理を推進すればよいことをあらためて各自治体に周知すること、②人事院による「定年を段階的に65歳に引き上げるための国家公務員法等の改正についての意見の申し出」を踏まえ、地方公務員についても国家公務員に遅れることなく制度を実施できるよう早急に法案を作成すること。また、作成にあたっては公務員連絡会地公部会、自治労と十分に交渉すること、③昨年は、給与法案が閣議決定された直後に副大臣通知が発出された。今年については、その取扱いと内容について、公務員連絡会地公部会、自治労と十分に協議すること、と要請し、公務員部長からは、「要請の趣旨は承った」との回答があったため、交渉を終了した。

以上
